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（一社）中部経済連合会 2022年度 事業計画  

Ⅰ．基本方針 

１．取り巻く環境の認識 

ウクライナ侵攻による米欧とロシアの対立が安全保障上の脅威となっている。資源、エネルギー、

原材料価格の高騰や半導体の供給制約をはじめとする経済安全保障上への対応の必要性が一層高

まっている。また、ＳＤＧｓの達成や気候変動問題への取り組みも進めなければならない。 

一方、新型コロナウイルスの感染拡大リスクを抑制しつつ、社会経済活動を活性化していく動き

が進んでいる。まずは、落ち込んだ経済を早期に回復させることが重要である。 

同時に、わが国全体では、デジタル化・ＤＸの推進、2050年カーボンニュートラルの実現、イノ

ベーションの活発化、デジタル田園都市国家構想等、ポストコロナを見据えた新たな時代の開拓に

向けた取り組みが進められている。一方、各地域においては、コロナ禍が明らかにした東京一極集

中の是正に向けて、企業や人を呼び込む魅力ある地域づくりに取り組まなければならない。 

このような状況の下、中部圏は、国内およびグローバル競争に勝つことができる地域力（活気に

溢れ、人を惹き付ける力）が持続的に向上している姿を目指し、成長していかなければならない。 

２．2021年度の振り返り 

「中期活動指針『ＡＣＴＩＯＮ 2025』」で掲げた３つの創造を柱として以下の活動に取り組んだ。 
 
【付加価値の創造】 

・コロナ禍で落ち込んだ経済の早期回復に向けて、必要な施策を取りまとめ政府等への要請活動を実施 

・中部圏の次世代モビリティ産業の形成を推進するプラットフォーム｢ＣＡＭＩＰ｣を設立し、2023 年視野

の短期アクションプランおよび 2050 年視野の長期ロードマップを検討 

・ナゴヤ イノベーターズ ガレージの各種プログラムを充実・実施、スタートアップ支援を展開 

・地域やオンラインでデジタルを学ぶ場を紹介するＷＥＢサイト「中部圏デジタルのすすめ」を開設し、

利活用を促すとともにコンテンツを充実 

・「カーボンニュートラルの実現に向けた経済社会の変革」を策定し、実現に向けた活動を実施 

・「中部圏における大規模水素サプライチェーンの社会実装に関する提言」を策定・公表 

・「第６次エネルギー基本計画」に対するパブリックコメントを提出 

・「2022 年度税制改正に対する意見」を策定し、実現に向けた活動を実施 

 

【人財の創造】 

 ・会員企業から会員大学に講師を派遣する「キャリア教育共創プログラム」を実施 

・「中部圏における高度外国人材の活躍促進に関する報告書」を策定し、実現に向けた具体案を検討 

 

【魅力溢れる圏域の創造】 

 ・「中央日本交流・連携サミット」を開催し、広域の産学官連携に特化した会議体の設立を決定 

・名古屋商工会議所等と連携して「東京一極集中の是正」をテーマとするシンポジウムを開催 

・産学官で活躍する女性をメンバーとする「中部の魅力を語る なでしこの会」を設置し、中部圏の「住み

やすさ」、「観光」の魅力等をテーマにディスカッションを実施 

・「中部圏交通ネットワークビジョン」を策定 

・セントレア第二滑走路の実現に向け産官会議体に参画し、地元構想案を策定 

・「Cyber Port」の普及促進をテーマとする要望書を策定し、要請活動を実施 

・８経済連合会共同で「『国土強靱化税制』の整備・創設に向けての要望」を策定し、要請活動を実施 
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３．2022年度の活動方針 

「中期活動指針『ＡＣＴＩＯＮ 2025』」の２年目を迎える 2022年度は、本指針に基づいた活

動をさらに活発化させ、産学官・地域間の連携を推進し、魅力を高め、人を呼び込み、中部圏の

地域力の向上に向けて東京一極集中の是正を目指していく。そのため、地域創生に重点を置き、

各地域の活力を高め、“つなぎ”“引き出し”“伸ばす”活動を推進する。 

特に、デジタル化・ＤＸの推進、2050年カーボンニュートラルの実現、イノベーションの活発

化等に、行政区域を越えた社会経済圏同士のつながりや、地域を支える中小企業の活性化の視点

を踏まえながら取り組み、ＳＤＧｓの達成やＱＯＬ（生活の質）の向上にも寄与していく。活動

の推進にあたっては、会員・地域社会への情報発信にも注力していく。 

 

４．2022年度の主な事業活動 

（１）付加価値の創造 

・次世代モビリティ産業の形成によるものづくりの強みを活かした裾野の広い産業の創出、デジ

タル化・ＤＸの推進、産業の高度化に資する研究開発・社会実装環境の構築やカーボンニュー

トラルの実現に向けた活動に取り組む。 

・スタートアップが生まれる土壌づくりをステップアップするため、ナゴヤ イノベーターズ ガ

レージの施設の拡張を図り、イノベーション・スタートアップ人材の「たまり場」機能を強化

するとともに、プログラムを拡充していく。 

・東海環状自動車道西回り区間の全線開通を見据えた地域間連携、リニア開業効果の最大化に向

けた長野県・岐阜県駅を核とした地域づくり等による地域経済の活性化に取り組む。 

 

（２）人財の創造 

・多様で才能豊かな人材の育成に向けて、産学のコミュニケーションを一層活発にし、社会環境

の変化を踏まえた大学教育のあり方の見直しや産学連携による地域活性化に取り組む。 

 

（３）魅力溢れる圏域の創造 

・魅力と活力ある地域づくりに向けて、中部圏のポテンシャルの定量評価や女性視点による魅力

発掘により、伸ばす領域や取り組む方策を明確にするとともに、東京一極集中の是正の機運醸

成を図る。 

・社会基盤の整備・維持による利便性向上に向けて、道路・港湾等の交通ネットワーク早期整備

に向けた活動、セントレア第二滑走路の早期実現に向けた要請活動とビジネス需要の取り込み

を図る利用促進活動に取り組む。 
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Ⅱ．事業活動  

Ⅰ 付加価値の創造 2021年度の活動状況 2022年度の活動計画 

指針１ 
コロナ禍で落ち込んだ 
経済の早期回復 

○コロナ禍で落ち込んだ経済の早期回復に向けた活動 

 ・「新型コロナワクチン職域接種の推進に向けた要望」（６月）、「感染症対策と社会経済

活動の両立に向けた要望」（９月）、「航空宇宙産業における新型コロナウイルス感染

症の影響軽減に関する緊急要望」（10 月）を策定、政府・自治体等に対して要請を実施  

○コロナ禍で落ち込んだ経済の早期回復に向けた活動 

 ・感染状況・医療体制の状況、経済の回復状況等を踏まえ、会員・地域の声や必要な施策の取

りまとめ、要請活動の実施 

指針２ 
高い付加価値を生み出す 
産業の創出・成長、ＤＸの加速 
 

○ものづくりの強みを活かした裾野の広い産業の創出 

 ・中部圏の次世代モビリティ産業の形成を推進する産学官プラットフォーム｢ＣＡＭＩＰ｣

を設立（５月）、2023 年視野の短期アクションプランと 2050 年視野の長期ロードマ

ップを検討 

 ・ドローンをはじめとするエアモビリティの普及拡大に関する検討を実施 

○ものづくりの強みを活かした裾野の広い産業の創出 

 ・中部圏の次世代モビリティ産業の形成を推進する産学官プラットフォーム｢ＣＡＭＩＰ｣の実

効性を高めるため、参画企業・大学・研究機関の拡大、次世代モビリティプロジェクトマッ

プの作成による各地の実証活動の可視化・把握による全体像の共有 

 ・メーカー・サービス事業者・自治体のネットワーキングによるエアモビリティの普及拡大に

向けた実証実験・社会実装に関する課題共有や解決に資する活動の検討・推進 

○産業の高度化に資する研究開発・社会実装環境の構築 

 ・先行事例として独フラウンホーファーの仕組みの調査・研究を実施 

○産業の高度化に資する研究開発・社会実装環境の構築 

 ・大学・研究機関の研究成果を効果的に社会実装につなげる「大学・研究機関」、「企業」、「行

政」の有機的なアライアンス形成の仕組みづくりの検討 

○イノベーションの活発化、スタートアップ企業の創出 

 ・ナゴヤ イノベーターズ ガレージの各種プログラムを充実・展開 

 

 

 ・内閣府アクセラレーションプログラムの活動支援等、「Central Japan Startup 

Ecosystem Consortium」の活動を推進 

○イノベーションの活発化、スタートアップ企業の創出 

 ・スタートアップが生まれる土壌づくりをステップアップするため、ナゴヤ イノベーターズ 

ガレージの施設の拡張によるイノベーション・スタートアップ人材の「たまり場」機能の強

化・プログラムの拡充 

 ・内閣府のスタートアップ・エコシステム「グローバル拠点都市」に認定された「Central Japan 

Startup Ecosystem Consortium」の活動を通して、スタートアップの創出、ユニコーンへの

成長等の支援活動の推進 

○新たな産業の創出や生産性向上に必要なデジタル化・ＤＸの推進 

 ・幅広い人材のデジタルスキルの向上を目的に、デジタルを学ぶ場を紹介するＷＥＢサ

イト「中部圏デジタルのすすめ」を開設（10月）、利活用促進、サイトの充実を実施 

○新たな産業の創出や生産性向上に必要なデジタル化・ＤＸの推進 

 ・中部圏でデジタルを学ぶ場を紹介するＷＥＢサイト「中部圏デジタルのすすめ」の内容充実、

利活用の促進により企業で働く幅広い層のデジタルスキル向上の推進 

 ・広域の産学官のコミュニティの形成により、企業のデジタル化・ＤＸの伴走支援、デジタル

人材育成等の推進 

○社会経済制度の改善、国際競争力の強化 

 ・「コロナショックからの教訓と経済社会の変革（2021 年２月）」の実現に向けた要請

活動を推進し、デジタル田園都市国家構想等国の政策推進を後押し 

 ・「2022年度税制改正に対する意見」を策定・公表(９月)し、要請活動を実施。税制改

正・予算案では国土強靱化関連のほか、地方拠点強化税制の延長と拡充等が実現 

 ・国際情勢に関する連続講演会を開催（10月、12月） 

○社会経済制度の改善、国際競争力の強化 

 ・経済政策・社会制度等に関する時宜を得たテーマの提言の策定、要請活動の実施 

 

 ・税制改正要望の策定、要請活動の実施 

 

 ・国際情勢に関する情報収集・情報提供の実施 

 ・海外への経済視察団の派遣 

指針３ 
地域経済の活性化 

○地域の強みを活かした地域間・産学官連携の活発化による地域産業・地域経済の活性化 

 ・東海環状自動車道西回り区間の全線開通を活かした地域経済の活性化をテーマに沿線

商工会議所との勉強会を開催（３月） 

〇地域の強みを活かした地域間・産学官連携の活発化による地域産業・地域経済の活性化 

 ・東海環状自動車道西回り区間の沿線商工会議所と連携して、西濃・北勢間の人流・物流の増

加等地域間連携による相乗効果等、地域経済の活性化に資する活動の検討 

 ・リニア開業効果の最大化に向けた長野県・岐阜県駅を核とした地域づくりの検討・推進 

 ・地域の食、酒、伝統工芸品等の地域文化をはじめとする観光資源の魅力発信につながる海外

機関との交流の場・海外販路拡大に向けた見せ方、発信方法の検討 

指針４ 
カーボンニュートラル社会の 
実現 

○カーボンニュートラル社会の実現に向けたエネルギーの需給両面での取り組み 

 ・「カーボンニュートラルの実現に向けた経済社会の変革」を策定・公表（１月） 

 

・「第６次エネルギー基本計画」に向けたパブリックコメントを提出（10月）し、計画

への反映に向けた活動を推進 

 ・「中部圏における大規模水素サプライチェーンの社会実装に関する提言」を名古屋商

工会議所、中部経済同友会と共同で策定・公表（１月） 

・広域の産官で「中部圏における大規模水素社会実装の実現に向けた包括連携協定」を

締結し、「中部圏大規模水素サプライチェーン社会実装推進会議」を設立（２月） 

○カーボンニュートラル社会の実現に向けたエネルギーの需給両面での取り組み 

 ・「カーボンニュートラルの実現に向けた経済社会の変革」の実現に向けた地域や企業に対する

呼びかけおよび要請活動の実施 

・政府が取りまとめる「クリーンエネルギー戦略」等に向けた提言の策定、要請活動の実施 

 ・カーボンニュートラルに関する先進情報を発信する講演会・シンポジウムの開催 

 ・自治体と連携して、再エネの自立・分散システムの推進、および資源の有効活用による循環

経済型社会への移行の推進 

・「中部圏大規模水素サプライチェーン社会実装推進会議」や「名古屋港ＣＮＰ検討会」に参画し、水

素・アンモニア等の次世代エネルギーに関する需要側・供給側での地域の取り組みの支援、協力  
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Ⅱ 人財の創造 2021年度の活動状況 2022年度の活動計画 

指針５  
多様な能力を発揮できる 

人材の育成 

○社会環境の変化に対応した働き方や教育の変革につながる活動の推進 

 ・今後の雇用システムのあり方をテーマに、愛知県経営者協会と連携し調査・研究を実

施 

 

 ・会員企業から会員大学に講師を派遣する「キャリア教育共創プログラム」を実施（10

大学 29コマ） 

○社会環境の変化に対応した働き方や教育の変革につながる活動の推進 

 ・社会環境の変化を踏まえた大学教育や産学連携のあり方の見直しに向けた、産学のコミュニ

ケーションの活発化による、大学の教育システムの変革に向けた課題と対応策の検討および

地域活性化に地域の大学が知の拠点として機能を発揮する産学連携の事例調査・共有等の実施 

・学生が自らの力で生き方を選択していくことができるよう、会員企業から会員大学に講師を

派遣する「キャリア教育共創プログラム」の実施および利用拡大に向けた運用の改善 

指針６ 
働きやすく住みやすい環境の 
整備 

○産学官連携による外国人材の活躍促進等、多文化共生社会の実現 

 ・「中部圏における高度外国人材の活躍促進に関する報告書」を策定・公表（11月） 

○産学官連携による外国人材の活躍促進等、多文化共生社会の実現 

 ・在留外国籍の児童生徒の日本語能力の向上、留学生の就職支援に向けた自治体・大学等との

連携による具体的な支援策の検討・推進 

Ⅲ 魅力溢れる圏域の創造 2021年度の活動状況 2022年度の活動計画 

指針７ 
広域的な視点による連携の推進、 
魅力と活力のある地域づくり 

 

○広域での産学官連携による地域共通課題への対応 

 ・実務者で構成するＷＧを設置し、観光、デジタル人材、防災等の連携テーマの活動状況を共有 

 ・「中央日本交流・連携サミット」を開催（２月）し、活動強化を図るため、新たな会

議体「中部圏広域産学官連携協議会」の設立を決定 

○広域での産学官連携による地域共通課題への対応 

 ・広域的な課題に対する産学官の認識共有、課題解決につながる議論の場「中部圏広域産学官

連携協議会」の設立・開催および企業のデジタル化・ＤＸの伴走支援、デジタル人材の

育成等を広域の産学官が連携し推進するコミュニティの形成等、連携テーマの拡大、活動の強化  

○魅力と活力ある地域づくりの推進 

・グローバルレベルで見た中部圏の現状（実力・魅力）の定量評価を中部圏社会経済研

究所と連携し、開始  

・コロナ禍で変容する観光業界の現状確認と、旅行需要回復期を見据えた課題をテーマ

に意見交換会（９月）、講演会（３月）を開催 

 ・中央日本総合観光機構が取り組む「ＤＭＰ」（Data Management Platform：観光デー

タを活用するためのプラットフォーム）の構築をはじめとする同機構の活動を支援 

 ・東京一極集中の是正をテーマに名古屋商工会議所等と連携したシンポジウムを開催

（３月） 

 ・連携による価値創造を目指し、地銀系シンクタンク４者と中部圏社会経済研究所との

交流会を開催（11月） 

 ・中部圏で活躍する女性をメンバーとする「中部の魅力を語る なでしこの会」を設置（７月）

し、中部圏の「住みやすさ」、「観光」の魅力等をテーマにディスカッションを実施  

○魅力と活力ある地域づくりの推進 

・定量評価の結果を踏まえ、伸ばすべき領域や指標の明確化を図る調査・研究および伸ばし方

の具体化の検討、実行活動への展開  

・ウィズコロナ・アフターコロナにおけるマイクロツーリズム等の新たな観光のトレンドや、

観光需要を取り込み、地域の活力向上につながる情報発信等をテーマとした講演会や先進事

例の現地視察会の開催 

 ・広域観光地域づくり、観光ＤＸの推進等、中央日本総合観光機構の活動の支援 

 ・東京一極集中の是正および地域力向上・地域間の連携強化に向けた情報発信・機運醸成を図

る名古屋商工会議所等と連携したシリーズ講演会の開催 

 ・「中部圏シンクタンク交流会」を通じた経済分析手法の研究や、参加者間の連携による具体的

な取り組みの検討・推進 

 ・中部圏で活躍する女性をメンバーとする「中部の魅力を語る なでしこの会」として、中部圏

の「住みやすさ」、「観光」に関する提案の取りまとめ、自治体等への発信 

指針８ 
社会基盤の整備・維持による 
利便性向上と国土強靱化 

○社会基盤の整備・維持による利便性向上 

 ・自治体等と連携した道路・港湾等の整備要請を実施（７月、８月、11月、３月） 

 ・「中部圏交通ネットワークビジョン」を策定・公表（３月） 

 

 ・セントレア第二滑走路の実現に向けて「中部国際空港将来構想推進調整会議」に参画、

地元構想案「中部国際空港の将来構想」を策定（12月） 

 

 ・「港湾物流の高度化～Cyber Port普及促進に向けての要望～」を策定・公表（３月）、

要請活動を実施 

○社会基盤の整備・維持による利便性向上 

 ・2030年代の道路・港湾整備のあり方について整理した「中部圏交通ネットワークビジョン」

の実現に向けた関係機関への説明・要請、自治体等と連携した道路・港湾等の整備に向けた

要請活動の実施 

 ・セントレア第二滑走路の整備等を取りまとめた地元構想案「中部国際空港の将来構想」の実

現に向けた関係機関と連携した要請活動の実施、ビジネス渡航・貨物需要の取り込みを図る

利用促進活動の強化 

 ・物流効率化をテーマとした講演会の開催 

○安全・安心を高める国土強靱化 

・「流域治水」をテーマとする講演会の開催、ＢＣＰ事例の紹介・共有を実施  

 

・産学官の広域的な災害対応の実現を目指す組織「中部防災推進ネットワーク」と連携

し、自治体・団体・企業等の参加機関が持つ防災に関するノウハウを共有 

 

 ・「基盤的防災情報流通システム（ＳＩＰ４Ｄ）」の民間企業の利活用に向けた「ＳＩＰ

４Ｄ中部連絡会」（４月）、「ＳＩＰ４Ｄワーキング」（８月）を設置し、検討を実施 

 

・８経済連合会共同で「『国土強靱化税制』等の整備・創設に向けての要望」を策定・

公表（７月）し、要望活動を実施。来年度の税制改正案に、５Ｇ導入促進税制（ロー

カル５Ｇ）の延長。政府予算案に、建築物耐震改修事業（交付金）の要件緩和が反映。

民間企業の防災・減災投資を税制・補助金で支援する内容が自民党公約に反映 

○安全・安心を高める国土強靱化 

 ・「南海トラフ等の巨大地震対策」、「ＢＣＰの高度化」、「流域治水」等をテーマとする講演会、  

勉強会の開催 

・産学官の広域的な災害対応の実現を目指す組織「中部防災推進ネットワーク」と連携し、災

害対応に役立つノウハウや新技術活用の共有等、広域での産学官連携による防災・減災の取

り組みの推進 

 ・国・自治体が災害時に必要な情報を収集・配信する「ＳＩＰ４Ｄ」に関するニーズや制約条

件を踏まえ、システム連係に向けた要件等の具体化の検討 

 ・2019年５月に提言した社会インフラ強靱化の進捗状況についての調査・報告 

 ・国土強靱化に向け、補助金・税制による支援の拡充に向けた要請活動の実施 

 


